
つつ，当該営業秘密を攻撃防御方法として使用

することにより適正妥当な判決を目指すことが

可能となったのである。本稿は，不正競争防止

法における当該規定を逐条的に考察することに

より当該条文の実務上の活用の便に資すること

を目的とする。なお，以下に示す解釈論はいず

れも私見であって，何らかの公権的解釈を経た

ものではないことをお断りしておく。

（1）営業秘密が訴訟手続においてどのよう

に保護されるべきかについては，旧民事訴訟法

においては特段の規定がなく，憲法第82条の裁

判の公開原則との関係で常に問題となってき

た。公開法廷において提出された証拠や書面が

第三者の閲覧謄写に供されてしまうと営業秘密

の非公知性が失われてしまうわけで，結局訴訟

当事者は営業秘密をあくまで保護しようと考え

ると訴訟における敗訴を覚悟しなければならな

2 ．訴訟手続内における営業秘密の保護
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改正不正競争防止法における営業秘密保持制度の概要

抄　録 平成16年６月18日，裁判所法の一部を改正する法律により不正競争防止法に６条の４乃至
７が加えられ，秘密保持命令及びこれを補完する制度が創設された。これにより営業秘密の非公知性
を維持しつつこれを攻撃防御方法として使用することにより，不正競争行為による営業利益の侵害訴
訟において適正妥当な判決を求めることが可能となったものである。具体的には，先ず改正法６条の
４は秘密保持命令の制度を創設した。この申立が発令されると，当該秘密保持命令の名宛人は訴訟に
おいて接触した当該営業秘密について他に開示したり，訴訟追行の目的以外の目的に使用することを
禁じられる。また，改正法６条の５においては，秘密保持命令の取消の申立を認める。更に改正法６
条の６においては，秘密保持命令が発令されている訴訟において民事訴訟法第92条１項の訴訟記録閲
覧制限がなされている場合，営業秘密を保持するための担保策を講じた。更に改正法６条の７は一定
の場合に営業秘密について証言がなされる当事者尋問等の公開停止決定の制度を定めた。
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平成16年６月18日，第159回通常国会におい

て法律第120号として成立した裁判所法の一部

を改正する法律が公布され，平成17年４月１日

から施行されることとなった。そしてその８条

において不正競争防止法に６条の４乃至６条の

７を加えることが定められ，秘密保持命令及び

これを補完する制度が創設されたものである。

同様の規定は特許法，実用新案法，商標法，意

匠法にも創設され，これらの条文により，知的

財産権訴訟において当事者が営業秘密を保持し

1 ．序　　論
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かった。その実例として所謂グールド事件（東

京地判平成３年９月24日，判例時報1429号80頁）

がある。事案は銅箔の製造メーカーである原告

が，被告である同業の米国法人から米国オハイ

オ州において原告が被告の営業秘密を違法に入

手したなどとしてノウハウ侵害行為の差し止め

等の訴訟を受けたことについて，かかる差し止

め請求権が存在しないことの確認請求訴訟を東

京地裁に提起したというものである。この訴訟

において受訴裁判所が釈明権を行使して被告に

対し，被告が原告により侵害されたと主張する

ノウハウの特定をするように求めたところ，被

告が公開法廷での特定を拒絶したため，裁判所

は「具体的にどのような点において被告の開発

技術が他社の有するものに比べて優れた特徴が

あり，非公知の技術として法的保護に値する財

産的価値を有するのかという観点からの主張を

一切していない。」として原告の請求を認容し

た。かかる結論は営業秘密に属する事項の侵害

行為等について訴訟における救済を拒否するに

等しいものであって従前から種々議論されてい

たところであった。

（2）平成８年６月25日公布の新民事訴訟法

（平成10年１月１日施行）において，上記の問

題を解決するため，その92条に上記のような秘

密保護についての一定の施策が講じられた。即

ちここにおいては訴訟記録中に当事者が保有す

る営業秘密が記載され，又は記録されているこ

とについて当事者から疎明があったときは，裁

判所は決定で，訴訟記録中の当該営業秘密が記

載又は記録された部分の閲覧，謄写，正本，謄

本，抄本の交付又はその複製の請求ができる者

を当事者に限ることができる旨が定められた

（同条第１項）。これにより一定程度訴訟におい

て非公知性を保ったまま営業秘密を訴訟に顕出

させることが可能となったのである。今回の不

正競争防止法をはじめとする各知的財産権関係

法律において，秘密保持命令の制度ができたこ

とにより訴訟における営業秘密の保持が一層保

たれることとなった。

不正競争防止法（以下単に法という）６条の

４は秘密保持命令の制度を創設した。

（1）要　件

a）不正競争による営業上の利益の侵害にか

かる訴訟であること

本条が適用されるのは，法２条１項各号に定

める行為により営業上の利益が侵害されたこと

を請求原因とする訴訟である。

b）当事者が保有する営業秘密であること

営業秘密は当事者が保有するものでなくては

ならない。即ち，第三者が保有する営業秘密に

関しては本条の秘密保持命令の対象とならない。

c）営業秘密に属する事項であること

ここでいう｢営業秘密｣とは法２条４項にいう

｢営業秘密｣をさす。即ち，秘密として管理され

ている生産方法，販売方法その他の事業活動に

有用な技術上又は営業上の情報であって公然と

知られていないものをいう。具体的には以下の

とおりである。

i）有用性

まず，事業活動に有用な情報でなくてはなら

ない。即ち，脱税や贈賄を行っているなどのス

キャンダル情報や個人のプライバシーに関する

情報，また事業活動への有用性と関係ない単な

る企業秘密に渡る事項等は本条の保護に値しな

い。判例では，男性用かつらの顧客名簿（大阪

地判平成８年４月16日，判例時報1588号139頁），

墓の設置に関して電話による勧誘等の調査によ

る成約可能性に関する情報を含んだ顧客名簿

（東京地判平成12年11月13日，判例時報1736号

3．1 秘密保持命令の申立

3 ．各　　論
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118頁）等について有用性を認めている。

ii）管理性

次に，当該情報は秘密として管理されていな

ければならない。秘密管理というのは相対的な

概念であり，窓から入ってくる侵入者に対して

は情報を記載した書類を机の引き出しに入れて

おくというだけで秘密管理として十分というべ

きであるが通常は書類を自由に閲覧しえる社内

の従業員に対してはそれでは足らないと解する

のが一般である（田村善之著，不正競争法概説

〔第２版〕，有斐閣，330頁）。本条において秘密

として保護される相手方は正に「窓から入って

くる侵入者」であろうから，その意味で緩やか

に解されるべきものと解される。例えば社員が

自由に閲覧できる情報であっても，当該情報に

ついて社員すべてが守秘義務を負担している情

報であれば，管理性を有している情報と解され

ることとなろう。

iii）非公知性

第三に｢営業秘密｣といいうるためには，非公

知の情報でなければならない。非公知情報であ

るか否かのメルクマールとして，一般的に公知

の情報の組み合わせであってもその組み合わせ

が非公知のもの（顧客名簿等）は非公知性を失

わず，リバースエンジニアリング（当該情報を

利用して製造された市販の製品を分析するとい

う手法）によって当該情報を探知することがで

きる場合や，既に特定の者に知られている情報

であっても秘密管理体制を突破する行為を利用

するのでなければ情報を知り得ない場合も非公

知性を失われないと解されている反面，一般に

アクセスし得る情報は非公知とは言えないと解

されている（前掲田村・333頁乃至334頁）。こ

こで問題となるのは，本条が後に述べるように，

既に提出された準備書面や既に取り調べられた

証拠も秘密保持命令の対象としている点であ

る。周知のように民事訴訟法は，準備書面を口

頭弁論において陳述することにより主張責任を

尽くすこととなるし（民事訴訟法第87条，161

条），口頭弁論及び証拠調べは公開の法廷で行

われる（憲法第82条）。即ち，既に提出された

準備書面又は取り調べられた証拠は，その段階

で一般にアクセスし得る情報となっている訳

で，この段階で当然に営業秘密性を喪失するの

ではないかとの疑問が生じる（ちなみに名誉毀

損に基づく損害賠償請求事件においては，判例

は第１回口頭弁論において答弁書の擬制陳述が

行われた場合においても，その時点で不特定又

は多数人の知り得る状態になったものであるか

ら名誉毀損による不法行為が成立し得るとする

（東京高判平成16年２月25日判例時報1856号99

頁）。）。この点は前述の民事訴訟法第92条にお

いても同様の問題が生じ得るところである。結

局本条は，訴訟実務において準備書面は口頭弁

論において「陳述します。」と述べるだけで陳

述扱いとされるのが通例であり，その記載内容

について傍聴人が法廷で直ちに知り得る場合は

まれであったり，書証の取調べにおいてもその

内容が直ちに傍聴人に了知可能な形で取り調べ

られることはまれであるという実態に着目して

策定された条文であり，その限りで法２条４項

における営業秘密の要件を緩和していると解す

べきであろうか。なお，現実に公開の法廷で準

備書面中の営業秘密に渡る部分が口述された

り，営業秘密にわたる書証の取調べ時にその内

容が口述されたりした場合には，営業秘密性は

失われると解すべきではなかろうか（そうであ

るからこそ，非公知性を保つために後述の当事

者尋問等の場合の公開停止決定の制度が併せて

創設されたと考えるべきではないだろうか。）。

d）次に掲げる事由のいずれにも該当するこ

とについて疎明があった場合

i）既に提出され若しくは提出されるべき準

備書面に当事者の保有する営業秘密が記

載され，又は既に取り調べられ若しくは

取り調べられるべき証拠の内容に当事者
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の保有する営業秘密が含まれること

ii）上記営業秘密が当該訴訟の追行の目的以

外の目的で使用され，又は当該営業秘密

が開示されることにより当該営業秘密に

基づく当事者の事業活動に支障を生ずる

虞があり，これを防止するため当該営業

秘密の使用又は開示を制限する必要があ

ること

まず，上記の事由は疎明することで足りる。

即ち証明に至る必要はない。証明とは裁判官が

要証事実の存在につき確信を得た状態であるの

に対し，疎明とは事実の存在が一応確からしい

との認識を持った状態と解されている。秘密保

持命令を要するか否かの判断は迅速に行われる

ことを要するので，疎明で足るとされたもので

ある。

次に，営業秘密が記載された準備書面又は証

拠が法廷に提出又は取調べ済みであるか否かは

問わない。なお，公開の法廷において準備書面

の内容が単に陳述扱いとされたというだけでは

なく，現実に口述された場合や証拠の取調べに

おいて営業秘密の内容が口述された場合には非

公知性について疑問が生ずることは前述のとお

りである。

第三に，ここにいう証拠には不正競争による

営業上の利益の侵害にかかる訴訟においてその

損害額を立証する必要な書類として法６条１項

の提出命令の対象の例外となるか否かについて

裁判所が判断するために当事者，その代表者，

代理人使用人その他の従業者に対して開示され

た書類（法６条３項）や，法６条の７第１項の

当事者尋問の公開停止決定をすべきか否かを裁

判所が判断する為に上記の者に開示された陳述

書等（法６条の７第３項）を含む。即ち，所謂

インカメラ手続により開示された証拠が上記の

者に開示される場合も本条の秘密保持命令の対

象とする趣旨である。

更に，本条の申立をするためには当事者の事

業活動に支障をきたす虞及びその防止のために

当該営業秘密の使用を制限する必要のあること

を疎明しなければならないが，事業活動におけ

る支障を避けるためには他に方法のないことま

でを疎明する必要はないものと考える。なぜな

ら，「他に方法のない」という消極事実の疎明

責任を負担させることは一種の「悪魔の証明」

を強制することとなってしまうと思われるから

である。

（2）申　立

秘密保持命令は当事者の申立により判断され

るものであり，職権で判断されるものではない。

申立は，秘密保持命令を受ける者，及び対象と

なるべき営業秘密を特定するに足る事項，並び

に上記（1）d）にて各疎明すべきとされた事

項に該当する事実を記載した書面によらなけれ

ばならない（法６条の４第２項）。

（3）決　定

a）秘密保持命令は決定で行われる。裁判に

は判決，決定，命令の３種類があり，そ

れぞれ審理方式，告知方法，不服申立方

法等が異なる。

b）決定の宛先は当事者等（当事者（法人で

ある場合にあってはその代表者）又は当

事者の代理人（訴訟代理人及び補佐人を

除く）使用人その他の従業者をいう（法

６条３項）），訴訟代理人又は補佐人であ

る。

c）申立が認容されるべき場合に命ぜられる

内容は，当該営業秘密を当該訴訟の追行

の目的以外の目的で使用し，又は当該営

業秘密に係る秘密保持命令を受けた者以

外の者に開示してはならない，というこ

とである。

d）認容決定は秘密保持命令の名宛人に送達

されなければならず（法６条の４第３
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項），決定が名宛人に送達された時から

効力を生じる（同条第４項）。

e）申立の時までに当事者等，訴訟代理人，

補佐人が準備書面の閲読又は証拠の取調

べ若しくは開示以外の方法により当該営

業秘密を取得し，若しくは保持していた

場合は，秘密保持命令の対象とならない

（法６条の４第１項但書）。秘密保持命令

は裁判手続において顕出された営業秘密

を保護する制度であるから，かかる例外

規定があるのは当然である。また，上述

のとおり私見によれば準備書面の内容が

公開法廷で口述されたり証拠の取調べ過

程の中で公開法廷において営業秘密が口

述された場合には，その段階で非公知性

を失い，本項但書にいう「準備書面の閲

読又は証拠の取調べ以外の方法」による

営業秘密の取得とはいい得ないものの，

営業秘密性を喪失するとの理由で秘密保

持命令の対象から外れるのではないかと

考える。

（4）不服申立

秘密保持命令の認容決定については不服申立

の手続はない。上述の送達と同時に直ちに確定

する。後述の秘密保持命令取消の申立により，

要件を欠く秘密保持命令の取消を求めることが

できるからである。却下決定については即時抗

告をすることができる（法６条の４第５項）。

即時抗告期間は決定の告知を受けた日から１週

間以内の不変期間である（民事訴訟法第332条）。

実務的には即時抗告期間を明確にするため却下

決定についても送達が行われるようになるので

はないかと思われる。

（5）罰　則

秘密保持命令に違反した者は３年以下の懲役

又は300万円以下の罰金に処せられる（法14条

第１項第６号の２）。但し，これは親告罪（告

訴がなければ公訴を提起することができないも

の）とされる（同条２項）。本罪については，

両罰規定が存し，法人の代表者，法人又は人の

代理人，使用人その他の従業者が行ったときは，

法人又は本人たる人に１億円以下の罰金が課せ

られる（法15条第１項）。

法６条の５は秘密保持命令の取消の申立を定

める。

（1）申　立

a）申立権者は秘密保持命令の申立をした者，

又は秘密保持命令を受けた者である。即

ち，本件申立において当事者といい得る

のは秘密保持命令申立事件における当事

者であって，基本事件における当事者等

であっても秘密保持命令において当事者

となっていない者は取消の申立をするこ

とはできない。

b）申立の方式について，秘密保持命令のよ

うに書面で行うことを明文の要件とはし

ていない。然しながら，書面で行うこと

が通例とされるであろう。

c）申立先は訴訟記録の存する裁判所，又は

訴訟記録の存する裁判所がない場合には

秘密保持命令を発した裁判所である。

d）秘密保持命令の取消の申立には，秘密保

持命令の要件を欠くこと，又はこれを欠

くに至ったことを理由として申立をしな

ければならない。「要件を欠くこと」とい

うのは秘密保持命令発令時に既に要件を

欠いていたとの主張であり，いわば秘密

保持命令の認容決定に対する不服申立と

しての機能を有する。「要件を欠くに至

ったこと」というのは，発令時には要件

を満たしていたものの，その後要件を欠

3．2 秘密保持命令取消の申立
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くに至ったとの主張である。なお，取消

事由の存在について疎明で足りるのか，

証明を要するのかについては明文化され

ていないが，秘密保持命令とのバランス

から考えて疎明で足りると解すべきでは

なかろうか。

（2）決　定

秘密保持命令取消についての裁判は，認容，

却下いずれの決定についても送達が条文上要求

されている（法６条の５第２項）。そして認容

決定については確定しなければその効力を生じ

ないものとされる（同条第４項）。また，裁判

所は，秘密保持命令取消認容決定をした場合に

は，当該秘密保持命令取消申立事件において当

事者となっていない者であって，且つ秘密保持

命令の名宛人となっている者がいるときは，そ

の者に対して秘密保持命令取消決定が発令され

た旨を通知しなければならない（同条第５項）。

（3）不服申立

秘密保持命令取消についての裁判は，認容，

却下いずれの決定についても即時抗告により不

服申立をすることができる（同条第３項）。

法６条の６は，秘密保持命令が発令された訴

訟にかかる訴訟記録について，民事訴訟法92条

に定める秘密保持のための訴訟記録の閲覧等の

制限決定がされた場合，書記官に当該閲覧等の

制限を申し立てた当事者に対する通知義務を課

し，以て当該当事者に秘密保持命令の申立の機

会を与えた。

（1）秘密保持命令が発令されると，当該決定

の対象となった営業秘密は秘密保持命令の対象

者以外の者への開示が禁止され，又はその名宛

人は当該営業秘密を訴訟追行の目的以外の目的

で使用できなくなる。また，訴訟記録について

3．3 訴訟記録の閲覧等の請求の通知

民事訴訟法第92条に定める秘密保持のための閲

覧等の制限決定がなされると，訴訟記録につい

て第三者が閲覧等をすることができなくなる。

しかし，秘密保持命令で名宛人から外れた当事

者がおり，且つその者から訴訟記録の閲覧等の

申請があった場合，その者は民事訴訟法92条に

よっても閲覧等の制限を受けないこととなる

し，従前の秘密保持命令発令の対象者からも外

れている故，そこからの開示又は当該情報の利

用に何らの制限をも加えられなくなる。これで

は，両決定の実効性が保たれない。そこで，か

かる場合に裁判所書記官をして訴訟記録閲覧等

の制限の申立をした者に，秘密保持命令の対象

となっていない当事者が訴訟記録の閲覧等の申

請をしたことを知らせる義務を負担させ，当該

申立人に再度の秘密保持命令の申立をする機会

を与えたのが本条１項である。

（2）上記の場合には，裁判所書記官は記録閲

覧等の申請があった時から２週間を経過する

か，又はその通知を受けた者が秘密保持命令の

申立を再度行ったときはその許否の判断が確定

するまでは，訴訟記録の閲覧等の申請を行った

当事者に対して当該閲覧等をさせてはならない

（同条２項）。

（3）上記は，訴訟記録の閲覧等の制限申立を

した当事者自らが，当該訴訟記録の閲覧等の申

請者に閲覧等をさせることについて同意をした

場合には，かかる機会を与える必要はなくなる。

従って，この場合には書記官の通知義務は免除

される（同条第３項）。

法６条の７は当事者尋問等の公開停止を定め

る。

（1）裁判の公開原則との関係

いうまでもないことであるが，裁判の公開は

憲法上の要請である（憲法第82条第１項）。本条

3．4 当事者尋問等の公開の停止
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は裁判の公開に対する重大な例外であって，本

条に該当する場合には，憲法上は同法第82条第

２項に言う「公の秩序」に該当すると解される

こととなるものと思われる。

（2）要　件

a）不正競争による営業上の利益の侵害にか

かる訴訟であること

本条が適用されるのは，秘密保持命令におけ

ると同様，法２条１項各号に定める行為により

営業上の利益が侵害されたことを請求原因とす

る訴訟である。

b）当事者等が当事者本人，法定代理人又は

証人として尋問を受ける場合であること

｢当事者等｣とは前述のとおり当事者，当事者

が法人である場合の代表者，訴訟代理人又は補

佐人を除く代理人，使用人又はその他の従業者

をいう（法６条第３項）。即ち，それ以外の者

が証人として尋問を受ける場合は公開停止とな

ることはない。

c）尋問を受ける内容が侵害の有無について

の判断の基礎となる事項であって当事者

が保有する営業秘密であること

営業秘密は当事者が保有するものでなくては

ならない。即ち，第三者が保有する営業秘密に

関しては本条の公開停止の対象とならない。営

業秘密と認められる要件等については前述のと

おりである。

d）その当事者等が公開の法廷で当該事項に

ついて陳述することにより当該営業秘密

に基づく当事者の事業活動に著しい支障

を生ずることが明らかであるから当該事

項について十分な陳述をすることができ

ず，且つ，当該陳述を欠くことにより他

の証拠のみによっては当該事項を判断の

基礎とすべき不正競争による営業上の利

益の侵害の有無について適正な裁判をす

ることができないこと

公開停止を決定するためには営業秘密につい

て陳述することが当事者の事業活動に支障をき

たすというだけでは足らず，かかる陳述を得ら

れないと，他の証拠のみでは適正な判断ができ

ない場合であることを要する。即ち，他の証拠

によって適正な判断が可能である場合には，公

開停止を決定することができないものであっ

て，かかる厳格な要件を定めたことは，裁判の

公開が憲法上の要請に基づくものであることに

由来する。

（3）審　理

a）まず，公開の停止については当事者の申

立が明文の要件とされていない。裁判所

の職権でも公開停止決定は可能と解すべ

きである。

b）次に裁判所は公開停止の決定をするに当

たっては当事者等の意見を聞かなければ

ならない（法６条の７第２項）。また裁判

所は必要あると認める場合には当事者等

に陳述書，陳述録取書等の陳述すべき内

容を記載した書面の提示を求めることが

できる。この場合には何人もその提示さ

れた書面の開示を求めることができない

（法６条の７第３項）。所謂インカメラ手

続であり，営業秘密の非公知性を維持し

つつ，公開の可否について裁判所に必要

な判断資料を提供する趣旨である。提示

された書面は，裁判所が意見を聴取する

ことが必要と認める場合には，当事者等，

訴訟代理人又は補佐人に対して開示する

ことができる（法６条の７第４項）。これ

はあくまで裁判所が必要と認めた場合の

専権に属することであって，当事者等が

これを権利として求めることはできない

と解する。
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（4）判　断

公開停止の有無についての判断は，裁判官の

全員一致によることを要する（法６条の７第１

項）。これは憲法82条２項の要請するところで

もある。また，公開を停止する旨の判断は決定

でなされることを要し（同項），その決定は公

衆を退廷させる前に理由と共に言い渡されなけ

ればならない（同条第５項）。更に当該事項の

尋問が終了した場合には，再び公衆を入廷させ

なければならない。公開停止の決定の執行及び

その後の処理についてかかる厳格な規定をおい

たのも裁判の公開が憲法上の要請に基づくもの

であるからに他ならない。

以上詳論したとおり，今回の法改正により秘

密保持命令及び営業秘密に属する事項について

の当事者尋問等の公開停止の制度が創設された

ことにより，営業秘密について，その非公知性

4 ．結　　び

を喪失させることなくこれを攻撃防御方法とし

て使用することが可能となった。これにより営

業秘密をめぐる訴訟については，冒頭に掲げた

グールド事件のように当事者が営業秘密を守ろ

うとするには訴訟における敗訴を覚悟しなけれ

ばならないという不合理を犯さなくてもすむよ

うになったものであり，不正競争行為による営

業利益の侵害訴訟において実務にもたらす影響

は大きいものと思われる。

注　記

1） 秋山幹男，伊藤眞他著　コンメンタール民事訴

訟法Ⅱ　日本評論社

2） 田村善之著 不正競争法概説〔第２版〕 有斐閣

3） 小野昌延　編著　新・注解不正競争防止法　青

林書院

4） 経済産業省知的財産政策室　編著　逐条解説不

正競争防止法平成13年改正版　有斐閣

（原稿受領日　2005年１月12日）

548 知　財　管　理　Vol. 55 No. 5 2005

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。


